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平成３０年１１月２９日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２９年(行ウ)第１４９号 不当労働行為再審査申立棄却命令取消事件(以

下「甲事件」という。 

平成２９年(行ウ)第３７５号 不当労働行為再審査申立棄却命令取消事件(以

下「乙事件」という。) 

口頭弁論終結日 平成３０年７月５日 

判決 

当事者の表示 別紙１当事者目録記載のとおり 

主文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

  中央労働委員会が平成２５年(不再)第４７号事件について平成２９年１

月１１日付けでした命令を取り消す。 

第２ 事案の概要等 

  本件は,参加人の従業員で組織するＣ１労働組合の組合員であった別紙２

記載の３２名が,参加人において,同３２名が組合活動をしたことを理由と

して同人らの平成元年度から平成５年度までの昇格及び昇給について差別

をし,その結果として本件組合の運営を支配又はこれに介入し,労働組合法

７条１号及び３号に違反したとして,東京都労働委員会に救済を求める旨の

申立てをしたのに対し,同申立てを却下又は棄却する旨の命令がされ,同３

２名のうち３０名又はその承継人らが,これを不服として中央労働委員会に

再審査の申立てをしたところ,同申立てをいずれも棄却する旨の命令がされ

たことから,同再審査申立人らの一部である原告らが,同命令の取消しを求

める事案である。 

１ 前提事実 

  証拠等を掲記していない事実は,当事者間に争いがない事実,当裁判所に

顕著な事実及び弁論の全趣旨によって容易に認められる事実である。 

(1) 当事者等 

ア 原告ら 

(ア) 別紙２記載の３２名(以下「本件救済申立人ら」という。)は,

いずれも参加人の従業員であった者であり,その生年月日,最終学歴,

入社年月,退職年月及び所属事業所は,別紙２記載のとおりである。 

  本件救済申立人らのうち,Ｃ２(以下「亡Ｃ２」という。)は平成

１３年８月２２日,Ｘ11(以下「亡Ｘ11」という。)は平成８年４月

４日,Ｘ１(以下「亡Ｘ１」という。)は平成２０年２月７日,Ｘ24(以

下「亡Ｘ24」という。)は平成２２年８月１日,Ｘ21(以下「亡Ｘ21」

という。)は平成２３年６月２７日,Ｃ３(以下「亡Ｃ３」という。)

は平成２４年８月１日,それぞれ死亡した(以下,上記６名を除く本
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件救済申立人らを個別に呼称する場合,Ｘ３は「Ｘ３」というよう

に原則として姓のみで表記する。)。 

(イ) 原告らは,本件救済申立人ら及びその相続人らの各一部であり,

甲事件原告Ｘ12,同Ｘ13及び同Ｘ14は亡Ｘ11の,甲事件原告Ｘ２は亡

Ｘ１の,甲事件原告Ｘ25及び同Ｘ26は亡Ｘ24の,甲事件原告Ｘ22は亡

Ｘ21のいずれも相続人である。 

イ 参加人 

  参加人は,菓子,牛乳,乳製品等その他食品及びそれらの原材料の製

造,販売等を業とする株式会社であり,平成元年度から平成５年度まで

の商号はＣ４株式会社であった。参加人は,平成２８年３月３１日時

点で,５つの支社及び３０の工場を有しており,従業員数は１万０８０

５名であった。 

ウ 本件組合 

(ア) Ｃ１労働組合(以下「本件組合」という。)は,参加人の従業員

で組織する労働組合である。 

(イ) 参加人の従業員には,昭和３０年代後半から,人員配置の見直し,

人員削減,三交代勤務制等の生産合理化運動,後述の新職分制度の導

入等の参加人の施策に反対する活動を本件組合内外で行っている集

団(以下,後記の集団的考察が可能な集団性を具備しているかは別と

して,「申立人ら集団」という。)があり,本件救済申立人らは,いず

れも本件組合の組合員であり,かつ,同集団に所属していた。 

  他方,本件組合の各支部では,昭和４１年頃には,Ｃ５工場のＣ６,

Ｃ７工場のＣ８及びＣ９並びにＣ10工場のＣ11が,同年２月にはＣ12

工場のＣ13が,同年３月にはＣ14工場のＣ15が,同年５月頃にはＣ16

工場のＣ17が,昭和４３年頃には,Ｃ18工場のＣ19及びＣ20工場の

Ｃ21が,それぞれ結成されたところ,これらはいずれも労使協調路線

を採る組織(以下「インフォーマル組織」という。)であり,本件組

合の支部役員選挙等において申立人ら集団と対立していた。 

(ウ) その後,インフォーマル組織が推進する者らが本件組合の支部

役員や職場代議員に当選するようになり,申立人ら集団が選挙に立

候補しても落選するようになった。申立人ら集団は,インフォーマ

ル組織が推薦する候補者が本件組合の支部執行部を占めるようにな

った後も,引き続き,労働環境や職場環境の改善に関する意見を述べ

るなどの活動のほか,Ｃ22工場所属の組合員の昇格差別に関する救

済申立て,Ｃ10工場所属のＸ34に対する戒告処分の無効確認訴訟並

びにＸ17,Ｘ23及びＸ27による損害賠償請求訴訟(以下「Ｘ17ら損害

賠償請求訴訟」という。)の３事件を支援するなどの活動を行って

いた。 

  また,申立人ら集団は,昭和５９年には,参加人が長年にわたって

申立人ら集団に対して昇格及び昇給について差別(以下,昇格及び昇
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給を「昇格等」といい,昇格等についての差別を「昇格等差別」と

いう。)を繰り返しているとして,その是正を目的とする「Ｃ４賃金・

差別等をなくす全国連絡会」(以下「全国連絡会」という。)を結成

し,平成４年１１月６日,参加人に対し,全国７工場に所属する４２

名の署名押印がある「労働組合活動を理由とした賃金昇格差別是正

を求める要求書」(以下「差別是正要求書」という。)を提出し,昇

格等差別の是正等を要求した。同要求書の署名者４２名には,本件

救済申立人らのうち２７名が含まれていた。 

(エ) 申立人ら集団は,昭和４４年頃には全国合計約３３０名であっ

たが,その後減少し,平成元年から平成５年までは,本件救済申立人

ら３２名,後記(2)アのＣ23支部の組合員３２名,その他２３名の合

計８７名であった。上記２３名は,いずれも本件救済申立人らと同

様の時期に採用され,退職まで後記の事業所採用者経路であり続け

た者である。 

(2) 参加人の職分制度,賃金制度及び人事考課制度 

ア 職分制度 

(ア) 職分規則の制定 

  参加人は,昭和４４年４月１日付けで職分制度を改正し,職分規則

を制定した(以下,改正後の職分制度を「新職分制度」という。)。

同規則において,職分とは,従業員の保有する職務遂行能力による区

分をいい,職分制度とは,従業員の保有する職務遂行能力に応じて,

従業員を各職分に格付けし,能力に応じた配置,昇格,昇給又は降格

を行い公正な人事管理の実現に資するためのものとされている。 

(イ) 職分の種類 

  職分は,新職分制度の導入当初,低位の職分から順に,技能職,基幹

職２級,基幹職１級,基幹監督職,管理補佐職３級,管理補佐職２級,

管理補佐職１級,管理企画職２級,管理企画職１級,管理職３級,管理

職２級及び管理職１級の１２階級に区分された。また,平成４年４

月の職分規則の改正後は,上記のうち管理職３級,管理職２級及び管

理職１級の３階級が廃止され,これらに代わる管理企画職１級より

上の階級として,経営職２級,経営職１級,上級経営職２級及び上級

経営職１級の４階級が設けられ,合計１３階級に区分されることと

なった。なお,上記各職分ごとの定員は設けられていない。 

  同月改正後の職分規則によれば,技能職,基幹職２級,基幹職１級

及び基幹監督職(以下,連続する職分を呼称する場合,「技能職から

基幹監督職まで」というように表記する。)の定義は次のとおりで

ある。 

技

能

職 

一般的な基礎的知識を有し,緊密な監督,指導の下に定型的業務を遂行し

得る能力を有する者 
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基

幹

職

２

級 

技能職の有する知識能力に加えて比較的高度な基礎的知識並びに班内又

は班相当範囲内の分担業務に関する充分な実務的知識を有し,要点を中

心とした一般的な指示の下に定型的業務を遂行し得る能力を有する者 

基

幹

職

１

級 

基幹職２級の有する知識能力に加えて,班又は班相当範囲の業務全般に

関する充分な実務的知識並びに現場管理に関する一般的知識を有し,標

準化された手続手順に従い独力で定型的業務を遂行し得る能力並びに班

又は班相当範囲の業務について一般的な指示の下に部下の業務遂行を指

導監督し得る能力を有する者 

基

幹

監

督

職 

基幹職１級の有する知識能力に加えて,班又は班相当範囲の業務全般に

関し,部下を指導訓練できる程度の高度な実務的知識を有し,標準化され

た手続手順に従い独力で複雑困難な定型的業務を遂行し得る能力並びに

班又は班相当範囲の業務について標準化された手続手順に従い部下の業

務遂行を指導監督し得る能力を有する者 

(ウ) 職分の経路別管理 

a 新職分制度は,従業員を経路別に管理して処遇等を決定する仕組

みを採用しており,経路ごとに最終到達職分や昇格条件が異なる。 

b 新職分制度における経路には,事業所採用者経路,第１種詮衡試

験合格者経路,第２種特例詮衡試験合格者経路,第２種詮衡試験合

格者経路及び第３種詮衡試験合格者経路がある。従業員は,経路

が１度決定した後も,後述する４種類の詮衡試験を受験し合格す

ることで,経路を変更することが可能である。 

  上記各経路のうち,事業所採用者経路とは,非転勤要員として事

業所ごとに採用された従業員が歩む経路であり,同経路における

最終到達職分は,昭和６０年４月の職分規則改正前は基幹職１級

であり,その後は基幹監督職である。また,第１種詮衡試験合格者

経路とは,昇格経路が事業所採用者経路である技能職又は基幹職

２級の従業員の中から将来基幹監督職以上になり得る能力を有す

る者を早期に選抜するための試験である第１種詮衡試験又はこれ

に相当する後述の移行格付試験に合格した者が歩む経路であり,

同経路における最終到達職分は基幹監督職である。 

c 新職分制度の導入に当たり,本件救済申立人らを含む一般職の従

業員は,昭和４３年に実施される移行格付試験を受験するか否か

及びその合否に応じて格付けされることとなり,移行格付試験を

受験して合格した者は,第１種詮衡試験合格者経路の基幹職２級

又は基幹職１級に格付けされ,移行格付試験を受験しなかった者

及びこれを受験したが不合格となった者は,事業所採用者経路の

技能職に格付けされることとなった。 

(エ) 昇格 
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  各従業員の職分は,原則として,毎年４月１日付けで昇格若しくは

降格し又は前年度と同一職分に据え置かれるところ(以下,同日付け

で実施される職分の昇格若しくは降格又は据え置きを「昇格決定行

為」という。),昇格には,次のとおり,一般昇格,特別昇格及び再昇

格の３種類がある。 

a 一般昇格 

  上位職分の職務遂行能力を保有すると認められた場合に行われ

る昇格である。一般昇格のためには,(a)最低経過年数,(b)人事考

課成績基準及び(e)職務遂行能力判定基準の３要件を満たす必要

があるところ,それぞれの内容は次のとおりである。 

(a) 最低経過年数 

  上位職分の職務遂行能力を保有するために最低限必要とされ

る年数である。 

  昭和６０年４月の職分制度改正後において,事業所採用者経

路及び第１種詮衡試験合格者経路の最低経過年数は次のとおり

である。なお,いずれの経路も最終到達職分は基幹監督職であ

る。 

職分 事業所採用者経路 第１種詮衡試験合格者経路 

技能職 

→基幹職２級 

中卒９.５年 

高卒６.５年 

 

基幹職２級 

→基幹職１級 

７年 ３年 

基幹職１級 

→基幹監督職 

７年 ７年 

(b) 人事考課成績基準 

  現職分到達後の経過年数に応じ,一定期間に一定以上の人事

考課成績を得ることを内容とする基準である。後述のとおり,

参加人における人事考課成績は業績評定成績,能力評定成績及

び総合評定成績の３区分に分かれているところ,人事考課成績

基準には業績評定成績及び能力評定成績が用いられる。 

  昭和４４年４月の新職分制度導入時は,経過年数に応じた区

分けはなく,かつ,経路及び職分に応じ直近６か年,７か年又は

９か年の業績評定成績及び能力評定成績が全てＣ以上であれば

人事考課成績基準を満たすものとされていたが,その後複数回

にわたって改正され,昭和６１年の改正により,技能職から基幹

職１級までの従業員の人事考課成績基準は,第２種詮衡試験合

格者経路の者及び大卒で本社採用の者をそれぞれ除くほか,次

のとおりの内容となった。 

職分 経過年数 業績・能力評定成績 
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技能職 

→基幹職２級 

最低経過年数十４年未満 直近３か年にＢ以上を１個

以上,残りは全てＣ 

最低経過年数十４年以上 直近３か年に全てＣ以上 

基幹職２級 

→基幹職１級 

最低経過年数十４年未満 直近３か年にＢ以上を２個

以上,残りは全てＣ 

最低経過年数十４年以上 直近３か年にＢ以上を１個

以上,残りは全てＣ 

基幹職１級 

→基幹監督職 

最低経過年数十４年未満 直近３か年のうち,直近２か

年にＢ以上を３個以上,残り

は全てＣ 

最低経過年数十４年以上 直近３か年のうち,直近２か

年にＢ以上を２個以上,残り

は全てＣ 

(c) 職務遂行能力判定基準 

  各職分に必要となる知識及び業務遂行能力を有しているか否

かを判定するための基準である。 

  本件救済申立人らのうち,平成元年度から平成５年度までの

間,経過年数及び人事考課成績基準を満たしているにもかかわ

らず職務遂行能力判定基準により昇格しなかったのは,平成３

年度におけるＸ33のみであるところ,同人は平成４年度に昇格

している。 

b 特別昇格 

  詮衡試験に合格し,経路を変更した者について行う昇格である。 

  詮衡試験には,第１種,第２種,第２種特例及び第３種の４種類

があるところ,本件救済申立人らの中で,詮衡試験の受験資格があ

るにもかかわらずその受験を認められなかった者や,詮衡試験に

合格したにもかかわらず特別昇格が認められなかった者はいない。  

c 再昇格 

  従業員が現在の職分における職務遂行能力を発揮できないとし

て降格された後の昇格である。 

  本件救済申立人らの中で降格した者はおらず,再昇格が問題と

なり得る者はいない。 

(オ) 従業員への説明 

  参加人は,毎年４月１日,昇格者に対し,昇格した旨を口頭で通知

しており,工場によっては昇格者を事業所内に掲示するなどして周

知を行っていた。また,参加人は,新職分制度の改正を行う場合,そ

の内容を事前に本件組合に説明した上で,事業所内での掲示や組合

員ハンドブックと題する小冊子への掲載等の方法により各従業員に

周知していた。 
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イ 賃金制度 

(ア) 賃金の種類等 

  参加人の賃金制度は,昭和４４年４月１日付けで改正された給与

規則に定められ,その後複数回にわたり改正されている。 

  平成５年４月改正後の給与規則によれば,技能職から管理企画職

までの従業員に支払われる賃金の種類は,基準月額賃金(本給,職分

給,班長手当等),割増賃金(時間外勤務手当等)及びその他の賃金(賞

与等)である。 

  本給及び職分給が基準月額賃金に占める割合は,同月１日時点で

見ると,本給が約５３.３%であり,職分給が約３６.３%であり,その

他が約１０.４%である。また,基準月額賃金のうち,都市手当は本給

及び職分給の合計額の５%であるが,他の手当は属人的な基準により

一定額が支給される。 

(イ) 賃金の決定及び支払の時期 

  各従業員の賃金は,毎年４月１日付けで決定される(以下,同日付

けで行われる賃金の決定行為を「賃金決定行為」という。)。同日

付けで決定された賃金は,月額賃金については同月２５日から翌年

３月２５日までの毎月２５日に(以下,各年の賃金決定行為に基づく

翌年３月２５日の賃金支払日を「最終賃金支払日」ということがあ

る。),賞与については賃金の決定された年の６月及び１２月に,そ

れぞれ支払われる。 

(ウ) 昇給 

  賃金の種類ごとの昇給の仕組みは次のとおりである。 

a 本給 

(a) 初任本給額は,学歴及び年齢に応じ従業員ごとに定められる。 

(b) 本給の増額には,毎年４月１日付けで行われる定期昇給及び

昇格した場合に行われる調整額の加算がある。 

定期昇給額は,職分及び総合評定成績に応じ定められている。

平成５年度の定期昇給額は,同年４月１日時点で満５０歳未満

の従業員については次のとおりであり,同日時点で満５０歳以

上の従業員についてはその半額である。 

 職分 

技能職 基幹職２級 基幹職１級 基幹監督職 

総

合

評

定

成

績 

Ａ １９００円 ２１５０円 ２５００円 ２８００円 

Ｂ １７００円 １９５０円 ２２５０円 ２５５０円 

Ｃ １５００円 １７５０円 ２０００円 ２３００円 

Ｄ １３００円 １５５０円 １８００円 ２０５０円 

Ｅ １１００円 １３５０円 １６００円 １８００円 

Ｆ ４００円 ５００円 ６００円 ８００円 
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(c) 参加人は,平成元年度から平成５年度までの各年度において,

本件組合と交渉の上,定期昇給のほか,定率,定額及び特別昇給

の３つの方法により本給の昇給を行った。定率昇給は,全従業

員一律に前年度の本給に一定割合を乗じた額を加算するもので

あり,定額昇給は,全従業員一律に一定額を加算するものであり,

特別昇給は,各従業員の総合評定成績に応じて一定額を加算す

るものである。 

  平成５年度の上記各方法による昇給幅は次のとおりである。 

特別昇給 定率 定額 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ   

８００円 ５００円 ３００円 １００円 ０円 ０円 １２% ４００円 

b 職分給 

(a) 職分給額は,従業員の職分及び号給(以下「職分等」という。)

に対応して定められるものであり,本件組合との賃金引き上げ

交渉を経てされた合意に基づき,毎年４月１日付けで改定され

る。 

(b) 号給は,職分ごとに設けられており,毎年４月１日付けで,昇

号給若しくは降号給し又は前年度のまま据え置かれる。 

  昇号給は,同年１月１日付けの総合評定成績に応じ１号給ず

つ行われる。技能職から基幹監督職までの従業員の場合,２号

給,３号給,４号給及び５号給への各昇号給には同総合評定成績

におけるＣ考課以上が,６号給への昇号給には同総合評定成績

におけるＢ考課以上又は前年度から２年連続のＣ考課が,７号

給への昇号給には同総合評定成績におけるＢ考課以上が,それ

ぞれ必要となる。また,職分の昇格があった場合には,昇格後の

職分の１号給に格付けられる。 

  降号給は,一定期間の総合評定成績がＤ考課以下の場合に１

号給ずつ行われるところ,技能職６号給及び７号給の従業員並

びに基幹職２級から基幹監督職までの従業員の場合,いずれも

Ｄ考課以下が３年連続すると降号給する。なお,各職分の１号

給の従業員は下位の号給がないため降号給することはなく,ま

た,技能職２号給から５号給までの従業員も降号給しないもの

とされている。 

(c) 平成５年度の技能職から基幹監督職までの職分給額は,次の

とおりである。 

 技能職 基幹職２級 基幹職１級 基幹監督職 

１号給 ４万９４００ 

円 

６万３１００ 

円 

７万９３００ 

円 

９万８０００ 

円 

２号給 ５万１２００ ６万５３００ ８万１９００ １０万０７００ 
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円 円 円 円 

３号給 ５万３０００ 

円 

６万７５００ 

円 

８万４５００ 

円 

１０万３４００ 

円 

４号給 ５万４８００ 

円 

６万９７００ 

円 

８万７１００ 

円 

１０万６１００ 

円 

５号給 ５万６６００

円 

７万１９００

円 

８万９７００

円 

１０万８８００ 

円 

６号給 ５万８４００ 

円 

７万４１００ 

円 

９万２３００ 

円 

１１万１５００ 

円 

７号給 ６万０２００ 

円 

７万６３００ 

円 

９万４９００ 

円 

１１万４２００ 

円 

(エ) 従業員への通知 

  参加人は,毎年,本件組合との賃金引き上げ交渉妥結後,各年度の

本給及び職分給を４月１日付け昇給通知に記載し,上司が従業員に

対し同通知を交付している。 

ウ 人事考課制度 

(ア) 新たな人事考課制度の実施 

  参加人は,昭和４４年度の新職分制度実施に合わせて,昭和４５年

度から新たな人事考課制度を実施した。 

  平成元年度から平成５年度までの参加人の人事考課制度の概要は,

次の(イ)から(キ)までのとおりである。 

(イ) 人事考課の時期及び対象期間並びにその昇格等への反映 

  参加人は,毎年１月１日付けで従業員の人事考課を実施しており,

その対象期間は前年１月１日から同年１２月３１日までの１年間で

ある。各年における人事考課の結果は,同年の昇格等に反映される。 

  例えば,平成５年度の人事考課は,平成４年１月１日から同年１２

月３１日までを評定期間として平成５年１月１日付けで実施し,そ

の結果は同年４月１日付けの昇格等に反映される。 

(ウ) 人事考課権者 

  工場に所属する従業員については,職分及び所属工場ごとに,主任

が予備評定を行った上,第１次評定者及び第２次評定者がそれぞれ

後述の方法により評定を行い,これらに基づき人事考課成績を決定

する。 

  第１次評定者及び第２次評定者は,事業所の形態や被評定者の職

分によって異なり,Ｃ14工場,Ｃ12工場,Ｃ７工場,Ｃ20工場,Ｃ16工

場やＣ10工場等の製造課や業務課といった組織を有する課制工場に

おいては,技能職から基幹監督職までの従業員を評定する場合,第１

次評定者は係長,第２次評定者は課長となる。他方,Ｃ24工場,Ｃ５

工場やＣ18工場等の係までの組織しか持たない非課制工場において
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は,技能職から基幹監督職までの従業員を評定する場合,第１次評定

者は係長,第２次評定者は工場長である。 

  人事考課成績の決定権者は,工場に所属する技能職から基幹監督

職までの従業員については,工場長である。 

(エ) 人事考課成績の種類 

  人事考課成績には,業績評定成績,能力評定成績及び総合評定成績

がある。 

  業績評定成績は,評定期間中における各従業員の業績,執務態度及

び勤怠を評価するものである。能力評定成績は,評価期間中に各従

業員が発揮した顕在的な能力及び他の職務遂行でもその成果を十分

期待できる潜在的な能力を評価するものである。総合評定成績は,

業績評定成績と能力評定成績とを総合して評価するものである。 

  前記ア(エ)a(b)並びにイ(ウ)a(b)及びb(b)のとおり,業績評定成

績及び能力評定成績は一般昇格の決定に,総合評定成績は本給の昇

給及び職分給の昇号給の決定に用いられる。 

(オ) 人事考課成績の決定方法 

  工場に所属する従業員の人事考課成績は,職分及び所属工場ごと

に,各従業員の業績評定点及び能力評定点を決定し,両評定点に基づ

いて総合評定点を決定した上,各評定点に基づき,業績評定成績,能

力評定成績及び総合評定成績をそれぞれＡからＦまでの６段階で決

定する方法により決定される。具体的には,次のとおりである。 

a 評定点について 

(a) 業績評定及び能力評定については,職分ごとにそれぞれ複数

の評定項目が定められており,各評定項目がＡからＥまでの５

段階又はＡかＦまでの６段階で評定される。いずれの評定項目

も,Ｃ考課が標準成績である。 

  評定項目ごとの評定は,第一次評定者及び第二次評定者がい

ずれもＡとした場合には１０点,片方がＡとし他方がＢとした

場合には９点というように,０点から１０点までに数値化され

る(以下,このようにして数値化された点数を「評定項目素点」

という。)。この評定項目素点に,評定項目ごと及び職分ごとに

予め定められた係数(以下「第一次評定係数」という。)を乗じ

た上,その点数を合計したものが,業績評定点及び能力評定点と

なる。同係数は,業績評定点及び能力評定点のいずれについて

も合計が１０となるよう定められているため,両評定点の最高

点はいずれも１００点である。 

  業績評定点については,更に勤怠に基づく減点がされる。す

なわち,傷病欠勤は１日につき１点,事故欠勤は１日につき２点,

無断欠勤は１日につき３点,無断遅刻及び無断早退は１回につ

き１点,遅刻及び時間内早退は３回につき１点の各減点がされ
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る(以下,これらの減点を「欠勤減点」といい,業績評定点から

欠勤減点を減じた点数を「業績考課点」という。)。 

(b) 総合評定点は,業績評定点(欠勤減点がある場合は業績考課点。

以下同じ。)及び能力評定点のそれぞれに,職分ごとに予め定め

られた係数(以下「第二次評定係数」といい,第一次評定係数と

併せて「評定係数」という。)を乗じた上,これらを合計するこ

とにより求める。なお,技能職の第二次評定係数は,業績評定点

につき０.７,能力評定点につき０.３であり,基幹職２級の第二

次評定係数は,業績評定点につき０.６５,能力評定点につき０.

３５であり,基幹職１級の第二次評定係数は,業績評定点につき

０.６,能力評定点につき０.４である。 

(c) 評定期間中における就労制限の期間が通算４か月以上に及ぶ

者は,各評定点につき減点がされる。 

b 評定成績について 

  評定成績は,業績評定点,能力評定点及び総合評定点に基づき,

Ａ考課からＦ考課までの６段階で決定される。 

(a) 業績評定成績は,業績評定点及びＡ考課からＦ考課までの各

段階の定義に照らして決定される。決定に際しては,点数と成

績を直接結び付けるのではなく,対象者全員の点数分布,すなわ

ち,点数の高さ,その順序,その集散の度合い等を勘案した上,後

述する分布目安が参考とされ,何点以上であればＣ考課といっ

た対応関係はない。 

  能力評定成績は,能力評定点及びＡ考課からＦ考課までの各

段階の定義に照らして決定される。能力評定成績については,

後述する分布目安はなく,何点以上であればＣ考課といった対

応関係もない。 

  技能職から基幹監督職までの業績評定成績及び能力評定成績

の各段階の定義は,次のとおりである。 

 業績評定成績 能力評定成績 

Ａ 当該職分において業績が抜群であ

る。 

当該職分の従業員として抜群の能

力を保有している。 

Ｂ 当該職分において業績が優秀であ

る。 

当該職分の従業員として優秀な能

力を保有している。 

Ｃ 当該職分において業績が平均水準

である。 

当該職分の従業員として標準的能

力を保有している。 

Ｄ 当該職分において業績が平均水準

よりやや劣る。 

当該職分の従業員として能力が一

部不足している。 

Ｅ 当該職分において業績がかなり不

振である 

当該職分の従業員として能力がか

なり不足している。 
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Ｆ 当該職分において業績が全く不振

である。 

当該職分の従業員として能力が著

しく不足しており,当該職分格付は

不適当である。 

(b) 総合評定成績は,業績評定績,成績と同様,対象者全員の点数

分布を踏まえ,後述する分布制限を参考に決定される。なお,総

合評定成績の各段階に定義はない。 

(カ) 人事考課成績の分布等 

a 参加人は,業績評定成績及び総合評定成績については,成績の分

布に関する一定の目安(以下「分布目安」という。)を設けており,

同一工場に所属する同一職分の従業員間で,分布目安を踏まえた

成績決定を行っている。他方,能力評定成績については,分布目安

はない。 

  参加人は,技能職から基幹監督職までの従業員の各事業所間の

成績分布について,他の事業所と著しく均衡を欠く事業所がある

場合,成績分布の事業所間の相違が大きくならないよう,該当事業

所に変更を指示して調整を行うことがあった。 

b 参加人の賃金専門委員会作成の昭和４３年１２月６日付け答申

書には,評定の分布は原則としてＡ考課を５%,Ｂ考課を１５%,Ｃ考

課を６０%,Ｄ考課を１５%,Ｅ考課を５%とする旨の記載がある。 

c 実際の人事考課成績においては,Ａ考課はほとんどなく,Ｅ考課

以下は病気欠勤の場合等であり,Ｂ考課からＤ考課までが大半で

ある。 

(キ) 苦情処理制度 

a 参加人は,昭和３３年以降,本件組合との労働協約に基づき,組合

員の労働条件及び人事に関する個人的苦情を公正に解決すること

を目的とする苦情処理制度を設けている。 

  参加人の本社には中央苦情処理委員会が,工場等の各事業所に

は事業所苦情処理委員会が設置されている。事業所苦情処理委員

会は,事業所長及び組合支部長がそれぞれ選定する労使同数の委

員により構成され,事業所長が委員長を務めている。 

  苦情申立ては,まず事業所苦情処理委員に対して口頭で行われ,

同委員が申立人から苦情内容を聴取した上で,事業所苦情処理委

員会の開催を必要と認めた場合,申立人は所定事項を記載した苦

情処理申立書を同委員会に提出する。この申立ては,組合員が苦

情申立ての理由となるべき事実を知り又は知り得た時から１か月

以内に行わなければならない。 

  苦情申立てを受理した事業所苦情処理委員会の委員長は,速や

かに委員会を開催し,開催後原則として１０日以内に全委員の３

分の２以上の合意をもって裁定する。全委員の３分の２以上の合

意に達しない場合,中央苦情処理委員会に付議するのが妥当と認
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めた場合又は事業所苦情処理委員会の裁定に対して申立人に不服

があり,かつ,担当組合支部がその不服を認めた場合には,苦情処

理は中央苦情処理委員会に移行する。 

  中央苦情処理委員会においても,事業所苦情処理委員会におけ

るのと同様の手続がとられるが,ここでも合意に達しない場合又

は経営協議会に付議するのを妥当と認めた場合は,社長に上申が

され, 社長は経営協議会に苦情を付議して協議する。 

b 本件救済申立人らは,平成元年度から平成５年度までの間,上記

苦情処理制度に基づく苦情申立てを行わなかった。 

(ク) 従業員への説明 

  参加人は,新人事考課制度の実施に当たり,評点項目ごとの着眼点

と評定段階,評点項目ごとの評定係数,評定の分布等の内容を従業員

に公開しており,人事考課成績基準の変更をする場合には,その内容

を事前に本件組合に説明した上で,事業所への掲示や組合員ハンド

ブックと題する小冊子への掲載等の方法により各従業員に周知して

いる。 

  また,参加人は,毎年,従業員に対し,業績評定成績,能力評定成績

及び総合評定成績を記載した４月１日付け人事考課成績通知を交付

している。その際,上司から従業員に対し,評定の根拠,業務遂行上

の注意点,期待する点等も説明している。 

(3) 本件救済申立人らの職分,号給,人事考課成績等 

ア 本件救済申立人らの職分及び経路 

(ア) 昭和５５年度から平成５年度までの本件救済申立人らの職分は

別紙３のとおりであり,各職分の人数及び割合は別紙４のとおりで

ある。 

(イ) 本件救済申立人らのうち,昭和４３年に実施された移行格付試

験を受験したのは亡Ｘ１,Ｘ７及びＸ10の３名のみであり,Ｘ10のみ

がこれに合格して第１種詮衡試験合格者経路に位置付けられた。ま

た,Ｘ17,Ｘ23及びＸ27は,昭和５０年１月３０日,Ｘ17ら損害賠償請

求訴訟を大阪地方裁判所に提起し,昭和６１年８月,同訴えにつき参

加人との間で裁判上の和解をした結果,いずれも同年４月１日付け

で第１種詮衡試験合格者経路に位置付けられた。 

  その余の本件救済申立人ら２８名の経路は,いずれも平成元年度

から平成５年度まで事業所採用者経路であった。 

イ 本件救済申立人らの号給等 

  平成元年度から平成５年度までの本件救済申立人らの職分及び号給

は別紙５のとおりである。 

ウ 本件救済申立人らの人事考課成績等 

(ア) 平成元年度から平成５年度までの本件救済申立人らの人事考課

成績は別紙６のとおりである。 
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  このうち,亡Ｘ24は,平成３年度の人事考課対象期間中に急性肝炎

を患い,年次有給休暇を消化した後,平成２年１０月６日から１か月

間傷病欠勤し,休職規定に基づき同年１１月６日から２２日までの

１７日間にわたり一般傷病休職した。Ｘ18は,平成元年度から平成

５年度までの人事考課対象全期間を通じて,十二指腸潰瘍又は胃潰

瘍を理由に夜勤作業免除の就労制限を申し出ており,同期間につい

て夜勤作業に従事していなかった。Ｘ20は,平成元年度から平成３

年度までの人事考課対象全期間及び平成４年度の人事考課対象期間

のうち約５か月間(平成３年１月１日から同年６月５日まで)につい

て,胃潰瘍を理由に夜勤作業免除の就労制限を申し出ており, 同期

間について夜勤作業に従事していなかった。 

(イ) 昭和５５年度から昭和５９年度までのＣ14工場における技能職

から基幹職１級までの従業員の人事考課成績分布は,別紙７「Ｃ14

工場における技能職から基幹職１級の従業員の人事考課成績分布」

のとおりである。 

(4) 本件命令に至る経緯等 

ア Ｃ14工場事件の経緯 

(ア) 本件組合のＣ23支部の組合員であった３２名(以下「Ｃ14工場

事件申立人ら」といい,本件救済申立人らと併せて「両事件申立人

ら」という。)は,昭和６０年４月１８日又は昭和６１年３月１９日,

参加人が,Ｃ14工場事件申立人らに対し,組合活動をしたことを理由

として昭和５５年度から昭和６０年度まで昇格等差別をし,その結

果として同支部の運営を支配し又はこれに介入し,労働組合法(以下

「労組法」という。)７条１号及び３号に違反した旨主張して,東京

都労働委員会に不当労働行為救済申立てを行い,救済方法として,昇

格等差別がなければＣ14工場事件申立人らに支払われるべきであっ

た賃金と現に支払われた賃金との差額及びこれに対する遅延損害金

の支払,損害賠償として各３００万円の支払並びに陳謝文の手交及

び掲示を求めた(以下,同申立てに係る一連の事件を総称して「Ｃ14

工場事件」という。)。 

  東京都労働委員会は,平成８年７月２日付けで,同救済申立てのう

ち,昭和５５年度から昭和５８年度までの昇格等差別に関するもの

は労組法２７条２項に定める除斥期間を経過したとしていずれも却

下し,昭和５９年度及び昭和６０年度の昇格等差別に関するものは

両年度の昇格等につき組合活動を理由として不利益な取扱いがされ

たとはいえないとしていずれも棄却する旨の命令をした。 

(イ) Ｃ14工場事件申立人らは,平成８年９月２４日,東京都労働委員

会の命令を不服として中央労働委員会に再審査申立てをした。 

  同委員会は,平成１４年１月９日付けで,①同再審査申立て係属後

に死亡したＣ25,Ｃ26及びＣ27(以下,それぞれ「亡Ｃ25」,「亡Ｃ26」,
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「亡Ｃ27」という。)の申立てについては,平成１６年１２月中央労

働委員会規則第二号による改正前の労働委員会規則(以下「労委規

則」という。)３４条１項７号所定の期間内に承継の申出がなかっ

たとしていずれも却下し,②その余の２９名の申立てについては,東

京都労働委員会の上記命令と同旨の理由により,いずれも棄却する

旨の命令をした(以下「Ｃ14工場事件再審査命令」という。)。 

(ウ) Ｃ14工場事件申立人らのうちＣ25を除く者又はその承継人ら(以

下「Ｃ14工場事件原告ら」という。)は,Ｃ14工場事件再審査命令を

不服として同命令の取消しを求める訴えを東京地方裁判所に提起し

たが,同裁判所は,平成１６年５月３１日付けで,亡Ｃ25の訴えにつ

いては取消しを求める利益がないとして却下し,亡Ｃ26及び亡Ｃ27

の請求については前記(イ)①と同様に前記所定の期間内に承継の申

出がなかったとし,その余の２９名の請求については,前記(ア)と同

旨の理由により,いずれも棄却する旨の判決を言い渡した。本件訴

訟における原告ら訴訟代理人は,いずれもＣ14工場事件原告らの第

一審における訴訟代理人に選任されていた。 

  Ｃ14工場事件原告らは,同判決を不服として東京高等裁判所に控

訴を提起したが,同裁判所は,平成１９年３月２８日付けで,労組法

２７条２項の「継続する行為」には,継続して行われる一括して一

個の行為が含まれるとし,これに該当するか否かは,各行為の具体的

な目的,態様,効果及び関連性,時間的接着性等を総合して,各行為が

一括して一個の行為と評価できるか否かにより判断すべきであると

した上で,職分及び号給の格付行為を不当労働行為とする救済申立

てに関しては,格付行為に基づく最終賃金支払日が除斥期間の起算

点になるとして,昭和５５年度から昭和５８年度までについての救

済申立ては,同項の除斥期間経過により不適法であるとし,昭和５９

年度及び昭和６０年度についての救済申立ては,参加人が,上記各年

度の昇格等に影響を及ぼす人事考課成績決定行為につき組合活動等

を嫌悪して不利益に取り扱ったとは認められないなどとして,同控

訴をいずれも棄却する旨の判決を言い渡した。本件訴訟における原

告ら訴訟代理人は,いずれも同控訴について控訴人らの訴訟代理人

に選任されていた。 

  同控訴人らは,同判決を不服として最高裁判所に上告の提起及び

上告受理申立てをしたが,同裁判所は,平成２１年２月１７日付けで,

上告を棄却する旨及び上告を受理しない旨を決定した。 

イ 本件命令 

(ア) 本件救済申立人らは,平成６年７月６日,参加人が,本件救済申

立人らに対し,組合活動をしたことを理由として平成元年度から平

成５年度まで昇格等差別をし,その結果として本件組合の運営を支

配し又はこれに介入し,労組法７条１号及び３号に違反した旨を主
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張して,東京都労働委員会に救済を求める旨の申立て(以下「本件救

済申立て」という。)を行い,救済方法として,平成元年度から平成

５年度までの職分等の是正,昇格等差別がなければ本件救済申立人

らに支払われるべきであった賃金と現に支払われた賃金との差額及

びこれに対する遅延損害金の支払,損害賠償として各３００万円の

支払,職分,職務内容,賃金等についての差別的取扱いの禁止並びに

陳謝文の手交及び掲示を求めた。 

  東京都労働委員会は,平成２５年６月１８日付けで,①亡Ｃ２及び

亡Ｃ３(以下「亡Ｃ２等」という。)の申立てについて,承継人から

労委規則３３条１項７号所定の期間内に承継の申し出がなかったと

していずれも却下し,②その余の本件救済申立人ら又はその承継人

らの申立てについて,平成元年度から平成４年度までの昇格等差別

に関するものは労組法２７条２項に定める除斥期間を経過したとし

ていずれも却下し,平成５年度の昇格等差別に関するものは同年度

の昇格等につき組合活動を理由に不利益な取扱いがされたとはいえ

ないとしていずれも棄却する旨の命令をした。 

  本件救済申立人ら又はその承継人らは,平成２５年７月９日,同命

令の命令書の交付を受けた。 

(イ) 本件救済申立人らのうち亡Ｃ２等を除く者又はその承継人ら(以

下「本件再審査申立人ら」という。)は,平成２５年７月２２日,東

京都労働委員会の命令を不服として中央労働委員会に対して再審査

の申立てをした。 

  同委員会は,平成２９年１月１１日付けで,前記(ア)②と同旨の理

由より,同再審査の申立てをいずれも棄却する旨の命令(以下「本件

命令」という。)をし,本件再審査申立人らは,同年２月１７日,本件

命令の命令書の交付を受けた。 

(ウ) 甲事件原告らは,平成２９年４月６日,甲事件について訴えを提

起し,乙事件原告は,同年８月１０日,乙事件について訴えを提起し

た。 

ウ 両事件申立人らの関係 

  両事件申立人らは,いずれも申立人ら集団に所属しており,前記のと

おり,Ｃ14工場事件の申立てに先立つ昭和５９年には,参加人の申立人

ら集団に対する昇格等差別の是正を目的とする全国連絡会を結成する

などの活動を協力して行っていた。 

２ 争点 

  本件では,不当労働行為の成否を判断する必要がある期間の範囲に関して,

平成４年度以前の昇格等差別についての除斥期間の成否(争点１)が争点と

なる。 

  次に,争点１の判断により定まった判断の対象となる期間における不当労

働行為の成否(争点２)が争点となる。不当勤労働行為の成否(争点２)の判
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断に当たっては,(1)集団的考察の可否を含めた集団間における格差の有無

等,(2)参加人が本件救済申立人らの組合活動を嫌悪していたか否か ,(3)

個々人の勤務成績等に基づく格差の合理性の有無が争点となり,不当労働行

為の成立が認められる場合には,救済内容(争点３)も争点となる。 

３ 争点に対する当事者の主張 

(1) 争点１(平成４年度以前の昇格等差別についての除斥期間の成否)につ

いて 

(原告らの主張) 

  次のアからウまでの諸点等に鑑みれば,平成元年度から平成５年度まで

の昇格等差別はいずれも労組法２７条２項所定の「継続する行為」(以下

「継続する行為」という。)に該当し,平成４年度以前の昇格等差別につ

いての除斥期間は経過していない。 

ア 多年度にわたり継続する昇格等差別(以下「継続的昇格等差別」と

いう。)は,前年度の差別の上に,その差別意思を再確認しつつ本年度

の差別を加重し,これを反復継続するという特性を持つものであり,一

貫する不当労働行為意思に基づき反復継続するものであるから,多年

度にわたる差別の全体を一個の継続する不当労働行為ととらえるべき

である。すなわち,本件では,昭和４４年４月の新職分制度の導入等に

よって本件救済申立人らに対する昇格等差別が開始され,その後平成

５年度に至るまで差別が一貫して継続しているものであるから,その

全体が一個の継続する不当労働行為である。 

イ 継続的昇格等差別については,労組法２７条２項が除斥期間を設け

た趣旨がいずれも妥当しない。 

  すなわち,同項が除斥期間を設けた趣旨は,①不当労働行為の日から

１年を経過してから申立てがされた場合には証拠収集及び実情把握が

困難になること,②この場合に命令を出すことはかえって労使関係の

安定を阻害するおそれがあること及び③この場合には命令を出す実益

がないときもあることである。 

  しかし,上記①については,昇格等に関する情報は使用者が独占して

いるのであるから,これに関する格差は相当程度の期間が経過して初

めて顕在化するのであり,証拠収集及び実情把握に相当程度の期間を

要することが通常である。上記②については,除斥期間を理由として

継続的昇格等差別に対する救済をしない場合,不当労働行為により形

成された差別が存する状況を容認する結果となり,不当労働行為に対

する救済を法定した趣旨に反する。上記③については,労働者は,実益

があるからこそ救済を求めて申立てに及ぶのであり,とりわけ継続的

昇格等差別については,差別は年々積み重ねられて拡大し,到底甘受で

きないほどの深刻な状態に至っていることが通例である。このように,

上記①から③までは,いずれも継続的昇格等差別については妥当しな

い。 
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ウ 参加人においては,昇格の可否は,単年度の人事考課だけでは決する

ことができず,複数年度の人事考課と密接不可分の関係にあるものと

されることや,参加人は,継続的昇格等差別を本件救済申立人らに対す

る弱体化攻撃の中心に位置付け,昇格についての制度を度々改定する

などして格差を意図的に拡大した上,本件救済申立人らによる度重な

る是正要求にも頑として応じなかったものであり,その不当労働行為

意思は極めて堅固かつ悪質であること,参加人の不当労働行為により,

本件救済申立人らと他の従業員との賃金格差は月例賃金額の約５か月

分である年間約９７万円に達し,これは本件救済申立人らが退職する

まで是正されることはなく,退職金や年金額にまで深刻な影響を及ぼ

し続けていること等に照らせば,平成４年度以前の昇格等差別につい

て除斥期間を経過したとすることはできない。 

(被告の主張) 

  「継続する行為」とは,継続して行われる一括して一個の行為をい

うが,この範囲をあまり緩やかに解すると労組法２７条２項の趣旨を

没却することとなるから,各行為の具体的な態様,目的,効果,関連性等

を総合して判断すべきである。 

  参加人の人事制度においては,毎年４月１日付けで行われる昇格決

定行為及び賃金決定行為(以下「昇格等決定行為」という。)並びにこ

れらに基づく翌年３月２５日までの各月の賃金支払行為は,継続して

行われる一括して一個の行為と評価することができるから,本件救済

申立てのうち申立日からさかのぼって１年以内の最も早い賃金支払行

為に対応する平成５年度の昇格等決定行為についての申立ては,除斥

期間を経過したものではないが,平成元年度から平成４年度までの昇

格等決定行為についての申立ては,各年度の最終賃金支払日から１年

を経過した後の申立てであり,除斥期間を経過したものである。 

(参加人の主張) 

  本件救済申立ては,Ｃ14工場事件の当時の審理経過に照らし,同事件

が和解交渉に入るであろうとの見通しのもと,平成６年７月６日,本件

救済申立人らを全国の工場から集めた上で申し立てられたものである。

このことは,同申立人らが,救済申立ての理由である組合差別等に関し

て全く具体的な主張をすることなく,Ｃ14工場事件の救済申立書を添

付して,Ｃ14工場事件におけるそれと基本的に同一であると主張し,そ

の後１１年にわたって救済申立ての理由を全く明らかにすることなく,

放置してきた経緯等から明らかである。このように,Ｃ14工場事件と

本件救済申立ての理由は基本的に同一であり,Ｃ14工場事件の東京高

等裁判所判決において,「継続する行為」に該当するか否かは,各行為

の具体的な目的,態様,効果及び関連性,時間的接着性等を総合して,各

行為が一括して一個の行為と評価できるか否かにより判断すべきであ

る旨判断され,この判断が最高裁判所において確定している以上,本件
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においてもこれによるべきである。 

  本件における昇格等決定行為については,各年度の最終賃金支払日

における支払行為までを一括して一個の行為と評価すべきであるとこ

ろ,平成元年度から平成４年度までの昇格等決定行為については,同支

払行為の日から１年を経過した後に申立てがされており,除斥期間を

経過したものである。 

(2) 争点２(1)(集団間における格差の有無等)について 

(原告らの主張) 

ア 審理対象について 

  仮に平成４年度以前の昇格等差別が労組法２７条２項所定の「継続

する行為」に当たらないとしても,後述する累積格差の一括是正をす

るためには,申立日より１年以内の昇格等の時点において,使用者によ

る不利益取扱いの事実が認められれば足りる。すなわち,同時点にお

いて,それ以前の使用者の行為により生じた職分及び賃金の格差(以下

「職分等格差」という。)があれば足り,同格差が直近１年間の人事考

課において低位な査定がされたことに基づいて生じたことは必須でな

い。 

イ 集団的考察について 

  参加人は,申立人ら集団を１つの集団として把握し差別してきたも

のであるから,本件における不当労働行為の成否を判断するに当たっ

ては,申立人ら集団を組合活動の面においては１つの集団とみた上で,

参加人がＣ14工場事件において提出した「事業所採用者経路における

申立人と同性・同期同学歴の組合員の昇格状況(Ｃ25を除く申立人３

１名を含む)」によって昭和５５年度から２年度までの昇格状況を明

らかにした４６２名から両事件申立人らを除いた４１４名(以下「そ

の他集団」という。)等との間で,集団的考察を行うべきである。 

ウ 有意な格差の有無について 

  次の(ア)から(ウ)までのとおり,本件救済申立人らとその他集団と

の間には,有意な職分格差,賃金格差及び人事考課成績上の格差がある。 

(ア) 本件救済申立人らとその他集団との間には職分格差があり,こ

れは年々拡大している。例えば,基幹職１級以上の者の割合につい

ての格差は,昭和５５年度には３５%,昭和６０年度には５２.２%,平

成２年度には６１.２%,平成５年度には７０.１%となって年々拡大

している。 

(イ) 申立人ら集団とその他集団の中位者(その他集団のうち,入社年

度別にそれぞれの最上位職分と最下位職分から数えて中間に位置す

る者)との間には賃金格差があり,これは年々拡大している。その額

は,昭和５９年度には平均約４７万円,昭和６０年度には平均約５３

万円,平成５年度には平均約９７万円となっており,同年度の時点で

賃金月額の４か月分から５か月分に及んでいる。 



- 20 - 

(ウ) 次のとおり,本件救済申立人らの人事考課成績には意図的な偏

りがある。 

a 参加人の人事制度上,６号給以上への昇号給には総合評定成績で

Ｂ考課以上を得ることが必要であり,基幹職１級以上への昇格に

は業績評定成績又は能力評定成績でＢ考課以上を得ることが必要

であるから,Ｂ考課が公正に付与されているか否かが決定的に重

要である。 

  本件命令によれば,Ｂ考課の標準的な人事考課分布は１０%から

２０%までの範囲内とされているところ,それにもかかわらず,本

件救済申立人らの平成３年度から平成５年度までの人事考課成績

を見ると,Ｂ考課を受けた者は１名(約３.１%)又は２名(約６.３%)

であることがほとんどであり,これは標準的な人事考課分布の３

分の１程度にすぎない。また,本件救済申立人らのうち,同年度に

おいて総合評定成績でＢ考課以上を得られなかったために６号給

以上への昇号給ができなかった者は１４名に及んでいる。さらに,

本件救済申立人らのうち,同年度において昇格に必要な経過年数

を満たしていた者は１８名いたところ,同１８名の同年度の業績

評定成績及び能力評定成績は,基幹職２級の者につきＢ考課が１

個(１.７%)あったほかはいずれもＣ考課以下であり,Ｂ考課以上

を得られなかったために昇格できなかった者は１８名中１７名に

及んでいる。 

b 参加人の人事制度上,基幹職２級へ昇格するためには,直近３年

間の業績評定成績及び能力評定成績がいずれもＣ考課以上である

ことが必要である。 

本件命令によれば,Ｄ考課の標準的な人事考課分布は１０%から

２０%までの範囲内とされているところ,それにもかかわらず,本

件救済申立人らのうち,平成５年度において基幹職２級への昇格

に必要な経過年数を満たしていた７名の平成３年度から平成５年

度までの績業績評定及び能力評定を見ると,Ｄ考課以下が１５個

(３５.７%)となっている。 

(被告の主張) 

ア 審理対象について 

  昇格等決定行為は年度ごとに独立して行われるものであるから,平

成５年度における不当労働行為の成否を判断するに当たっては,同年

度の昇格を決定付ける平成３年度から平成５年度までの業績評定成績

及び能力評定成績並びに同年度の昇号給を決定付ける同年度の総合評

定成績について検討すれば足りる。 

イ 集団的考察について 

  本件救済申立人らは,集団性の具備に疑問の余地があるものの,昭和

３０年代後半から参加人の施策に反対する活動を行っており,労使協
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調路線を採るインフォーマル組織との間で激しく対立する状況にあっ

たことや,参加人がその施策に賛同するインフォーマル組織の結成に

関与していた疑いがあること等によれば,本件救済申立人らを組合活

動の面において１つの集団と見た上で集団的考察を行うことは,不当

労働行為の成否を判断するに当たって有益な面がある。 

  もっとも,参加人の人事制度はいわゆる職能型であり,年功的運用が

されていたとはいえないことや,本件救済申立人らは,所属工場,入社

時期,職分等にばらつきがあるなど,集団としてのまとまりの程度に疑

問があること,本件救済申立人らは合計３２名にすぎず,１名の査定結

果がその人事考課成績分布に大きく影響すること等によれば,本件に

おける集団的考察には一定の限界もある。 

ウ 有意な格差の有無について 

  本件救済申立人らの人事考課成績分布と標準的な人事考課成績分布

との格差が数%にとどまることや,前述した集団的考察の限界等を踏ま

えれば,両分布の格差は有意なものとはいえない。また,例外的事情に

より極端に成績が偏っている者を除外することは,集団的考察の前提

となる集団の均質性を確保するための必須条件であり,これを除外し

た集団との比較結果をより重視すべきであるところ,本件救済申立人

らのうち私病欠勤や夜勤作業免除の就労制限等の特別の事情により低

位な査定となった者を除外した集団の人事考課成績は,いずれも標準

的な人事考課分布の範疇に収まっており,これらの間に格差はない。 

(参加人の主張) 

ア 審理対象について 

  本件の争点は平成５年度の昇格等決定行為についての不当労働行為

の成否であるところ,同年度の昇給は同年度の総合評定成績によって

決定され,同年度の昇格は平成３年度から平成５年度までの業績評定

成績及び能力評定成績によって決定されるのであるから,これらにつ

いて不当労働行為の成否を検討すれば足りる。 

イ 集団的考察について 

  次の(ア)から(ウ)までの事情に鑑みると,本件救済申立人らとその

他集団との間で集団的考察を行うことは許されない。 

(ア) 参加人の人事制度は,昇給を人事考課成績に基づいて実施し,昇

格を経過年数,人事考課成績及び職務遂行能力に基づいて実施する

職能型の人事制度であり,年功的な運用はされていない。したがっ

て,参加人の入事制度の運用上,同期かつ同学歴の従業員であるから

といって昇格等の分布状況が近似するものではなく,同期かつ同学

歴の従業員について昇格等の格差を論ずることは意味がない。 

(イ) 参加人における人事考課は,事業所ごと,かつ,職分ごとに行わ

れるものであり,昇格の要件等も昇格経路によって異なる。この点,

本件救済申立人らは,Ｃ14工場事件の和解交渉を有利に進めるため
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に全国９つの工場から集められた者にすぎず,所属する工場,組合支

部,年齢,最終学歴,昇格経路等が異なっているから,参加人の人事制

度上,一つの集団とみることはできない。 

(ウ) 本件救済申立人らには,是正要求書に署名した４２名のうち２

７名が含まれているところ,同２７名の平成６年度における職分分

布状況は,基幹監督職が０名(０%),基幹職１級が６名(２２%),基幹

職２級が１７名(６３%),基幹補佐職１級(旧技能職)が４名(１５%)

であるのに対し,是正要求書に署名したその余の１５名から同年度

までに退職した３名及び同年度の職分が不明な２名を除いた１０名

の同年度における職分分布状況は,基幹監督職が２名(２０%),基幹

職１級が５名(５０%),基幹職２級が３名(３０%),基幹補佐職１級が

０名(０%)である。また,本件救済申立人らのうち残り５名の同年度

の職分は,基幹監督職２級が４名であり,基幹監督職１級は１名のみ

である。このように,本件救済申立人らは,低位な査定を受けた者が

恣意的に選び出されたものである。 

ウ 有意な格差の有無について 

  仮に集団的考察を行うとしても,本件救済申立人らは３２名と少数

であり,１名の査定結果が分布に大きく影響することや,特別の事情に

よりＤ以下の査定を受けた者を除外した場合には低位な査定を受けた

者の割合は標準的な人事考課分布の範囲内に収まること,本件救済申

立人らは全国９つの工場に分かれて所属する者であるから,人事考課

制度の運用に多少の相違が生ずることは当然であること,本件救済申

立人らの人事考課分布は,Ｃ考課が最も多く,その余をＢ考課とＤ考課

が占めている点で,標準的人事考課分布と分布傾向が合致すること等

からすれば,集団間に有意な格差が存在するとはいえない。 

(3) 争点２(2)(参加人が本件救済申立人らの組合活動を嫌悪していたか否

か)について 

(原告らの主張) 

  参加人は,昭和３０年代後半から,労働条件の切下げをもたらす合理化

政策を推し進めたところ,本件救済申立人らは,これに反対する組合活動

を行った。 

  参加人は,このような本件救済申立人らの組合活動に対抗して,昭和４

１年２月にＣ12工場に結成されたＣ13を皮切りに,労使協調路線を採るイ

ンフォーマル組織を全国の各工場で次々に結成させ,本件救済申立人らが

影響力を持っていた本件組合の支部執行部をインフォーマル組織に所属

する者に独占させ,本件救済申立人らに対しては,「赤」「民青」「共産党」

等と呼んで差別を行い,「生産阻害者」等のいわれなき誹謗中傷を繰り返

した。また,参加人は,昭和４４年に新職分制度及び新たな賃金制度を導

入し,本件救済申立人らが移行格付け試験を受験しなかったこと等を口実

として,本件救済申立人らを最も低い職分である技能職に格付け,その後
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も人事考課を不当に劣位に評価するなどして昇格等差別を継続した。 

  このように,参加人は,職場の改善運動等を継続した本件救済申立人ら

の組合活動を嫌悪して,本件組合の支部執行部を参加人と意を通じたイン

フォーマル組織に独占させた上,本件救済申立人らに対する昇格等差別を

繰り返したものであって,本件で問題となる昇格等差別も, 本件救済申立

人らの組合活動を嫌悪して行われたものである。 

(被告の主張) 

  不当労働行為意思は,過去の一時点で存在したというだけでは足りず,

不当労働行為の成否が問題となっている行為の時点で存在している必要

があるところ,本件で検討すべきは,本件救済申立人らに対する人事考課

の時点における不当労働行為意思の有無である。 

  本件救済申立人らのうち低位な人事考課を受けた者について,参加人が

それらの者の組合活動を殊更問題視していたことや,その他の者と比較し

て低位な査定を受けるべき顕著な組合活動を行っていたことをうかがわ

せる事情はなく,本件救済申立人らの人事考課成績分布と標準的な人事考

課分布との間に有意な格差はないから,本件救済申立人らのうち一部の者

に対する低位な人事考課が,参加人においてそれらの者の組合活動を嫌悪

したことに基づくものということはできない。 

(参加人の主張) 

  参加人は,インフォーマル組織の結成等に関与していないし,そもそも

昭和４０年代における事象によって平成５年度の昇格等決定行為につい

ての不当労働行為意思を基礎付けることはできない。 

  また,参加人は,本件救済申立人らが具体的にいかなる組合活動に従事

してきたのかを認識しておらず,参加人が本件救済申立人らの組合活動を

嫌悪して不利益取扱いをしたことはない。 

(4) 争点２(3)(個々人の勤務成績等に基づく格差の合理性)について 

(参加人の主張) 

  本件救済申立人らのうち,平成５年度の昇格等についての人事考課にお

いてＤ考課以下の査定を受けた者は,勤務成績等に照らし,そのような査

定を受ける合理的理由がある。 

(被告の主張) 

  本件で検討すべきは,本件救済申立人らに対する人事考課につき事実誤

認や評価の誤りがあったか否かではなく,同人事考課が不当労働行為意思

に基づくものであったか否かであるところ,既に述べたところに照らし,

同人事考課が不当労働行為意思に基づくものであったとはいえない。 

(原告らの主張) 

  本件救済申立人らが上位職分の労働者と同じ作業に従事していたこと

や,本件救済申立人らのうち亡Ｃ２を除く３１名の平成５年度における人

事考課成績においてＣ考課とＢ考課の合計が９１.４%であること,前述し

た職分格差,賃金格差及び人事考課上の格差の合理性を裏付ける資料等
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がないことなどに照らし,これらの格差に合理性はない。 

(5) 争点３(救済内容)について 

(原告らの主張) 

  本件においては,賃金及び職分について累積した格差の将来にわたる一

括した是正(以下「累積格差の一括是正」という。)をすべきである。 

(被告及び参加人の主張) 

争う。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１(平成４年度以前の昇格等差別についての除斥期間の成否)につい

て 

(1) 労組法２７条２項は,不当労働行為救済申立てが「行為の日(継続する

行為にあってはその終了した日)から一年を経過した事件に係るものであ

るときは,これを受けることができない。」と規定して不当労働行為救済

申立てについて除斥期間を定め,これを受けて労委規則３３条１項３号は,

不当労働行為救済申立てが同事件についてのものであるときは,労働委員

会は公益委員会議の決定によりこれを却下することができる旨規定して

いる。 

  このように労組法２７条２項等が除斥期間を定めた趣旨は,行為の日か

ら１年を経過した事件については,証拠収集及び実情把握が困難となり,

当該事件について命令を発することは,かえって労使関係の安定を阻害す

るおそれがあり,また,救済の実益が乏しくなっている場合もあることに

よるものである。そして,除斥期間の起算日につき「継続する行為にあっ

てはその終了した日」とされているのは,個別の行為を全体としてみた場

合,継続して行われる一括して一個の行為と評価できるときは,その終了

日を除斥期間の起算日としても,不当労働行為が継続しているため,証拠

収集等の困難がなく,また,労使関係の安定には至っておらず,救済の実益

もあるからである。 

  これらの点に鑑みると,当該各行為が継続して行われる一括して一個の

行為と評価できる場合は,「継続する行為」に当たるものと解されるが,

その範囲をあまり緩やかに解すると除斥期間が定められた趣旨を没却す

ることとなりかねないから,これに当たるか否かは,除斥期間が定められ

た趣旨を踏まえ,各行為の具体的な意図,関連性,時間的接着性等に照らし

て判断すべきである。 

(2) これを本件についてみると,前記前提事実のとおり,参加人は,毎年４月

１日付けで各従業員について昇格等決定行為を行い,これに基づいて翌年

３月２５日までに支払期日の到来する賃金を支払っていたものである。 

  そうすると,参加人がある年の昇格等決定行為において不利益取扱いを

した場合,その不利益取扱いの意図は,これに基づく翌年３月２５日まで

の賃金支払によって具体的に実現されるのであるから,同不利益取扱い及

びこれに基づく同日までの賃金支払は,継続して行われる一括して一個の
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行為とみるべきであり,同昇格等決定行為及びこれに基づく同日までの賃

金支払は,「継続する行為」に当たるというべきである。 

  これに対し,参加人がある年の昇格等決定行為において不利益取扱いを

した場合であっても,翌年度以降における昇格等決定行為及びこれに基づ

く賃金支払は,その不利益取扱いとは別個に行われるものであって,不利

益取扱いの意図が具体的に実現されたものとみることはできないこと,

不利益取扱いについての基本的意思決定行為である昇格等決定行為がさ

れてから翌年度の昇格等決定行為がされるまでには１年の間隔があるこ

と,複数の年度にまたがる昇格等決定行為及びこれに基づく賃金支払を継

続して行われる一括して一個の行為とみた場合には,救済対象となる行為

を際限なく遡ることが可能となり,除斥期間を定めた趣旨を没却すること

になりかねないことなどに照らし,複数の年度にまたがる昇格等決定行為

及びこれに基づく賃金支払は,継続して行われる一括して一個の行為とみ

ることはできず,「継続する行為」に当たるということはできない。 

(3) この点に関し,原告らは,昇格等に関する格差は相当程度の期間が経過

して初めて顕在化するものであり,証拠収集及び実情把握に相当程度の期

間を要することから,継続的昇格等差別には労組法２７条２項の趣旨が妥

当しない旨主張する。 

  しかし,前記前提事実のとおり,参加人は,本件救済申立人らを含む従業

員に対し,職分,賃金及び人事考課についての制度内容等を開示している

上,毎年４月１日付けで昇給通知及び人事考課成績通知を交付しているこ

と,本件救済申立人らを含む申立人ら集団は,昭和５９年には,参加人が長

年にわたって申立人ら集団に対して昇格等差別を繰り返しているとして

全国連絡会を結成し,Ｃ14工場事件申立人らは,昭和６０年,Ｃ14工場事件

救済申立てを行い,本件救済申立人らのうち２７名は,平成４年１１月６

日に提出された是正要求書に署名したことが認められる。このような活

動に取り組み又はこれを支援していた本件救済申立人らにおいて,平成元

年度から平成４年度までの昇格等の実情を各最終賃金支払日から１年以

内に把握していなかったと認めることはできないから,原告らの主張は,

実情把握等に相当程度の期間を要するとする前提を欠くものであり,採用

することができない。 

  原告らは除斥期間に関してその他にも様々な主張をするが,前判示に照

らし,いずれも採用することができない。 

(4) 前記前提事実のとおり,本件救済申立ては平成６年７月６日に行われて

いるところ,前判示によれば,平成５年度の昇格等決定行為及びこれに基

づく平成６年３月２５日までの賃金支払は同日に終了した「継続する行

為」に当たるから,本件救済申立てのうち,平成５年度の昇格等差別につ

いての申立ては除斥期間内に申し立てられたものということができるが,

平成４年度以前の昇格等決定行為及びこれに基づく賃金支払はいずれも

平成５年３月２５日以前に終了しているから,平成４年度以前の昇格等差
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別についての申立ては,除斥期間経過後に申し立てられたものというべき

である。 

(5) 以上によれば,本件救済申立てのうち,平成４年度以前の昇格等差別に

ついての申立ては不適法であり,平成５年度の昇格等差別についての申立

ては適法であるから,これと同旨の中央労働委員会の命令は相当である。 

２ 争点２(1)(集団間における格差の有無等)について 

(1) 審理対象について 

ア(ア) そこで,本件においては,平成５年度の昇格等について不当労働

行為の成否を検討すべきことになる。 

  ところで,前記前提事実によれば,参加人の昇格等の制度は,従業

員の業績及び能力を人事考課制度に基づいて評価し,その人事考課

成績を昇格等に反映させる職能型のものであって,年功型のもので

はないことや,参加人が,従業員に対し,人事考課成績基準の具体的

内容等を開示し,上司を通じて毎年４月１日に人事考課成績を従業

員に通知し,苦情処理委員会に対する不服申立制度が設けられてい

ること等を合め,昇格等の制度全体をみても,その内容に特段の不合

理な点は見当たらず,昇格等の制度自体が不当労働行為を生み出す

契機となっているということはできない。そうすると,平成５年度

の昇格等について不当労働行為の成否を検討するに当たり,同年度

における同期同学歴の従業員間に職分等格差があるとしても,それ

は昇格等の制度そのものの問題ではなく,その制度の運用である人

事考課成績の結果であるから,当該格差の存在のみをもって不当労

働行為の成立が認められるものではなく,同年度の昇格等について

の人事考課成績の決定行為について不当労働行為の成立が認められ

るか否かを検討する必要がある。 

(イ) 原告らについて,平成５年度の昇格のうち,特別昇格及び再昇格

についていずれも不当労働行為は問題とならないことは前判示のと

おりである。したがって,不当労働行為の成否が問題となり得るの

は,同年度の一般昇格のみであるところ,同年度の一般昇格は直近３

か年(平成３年度から平成５年度まで)の業績評定成績及び能力評定

成績に基づいて決定されるのであるから,同年度の一般昇格との関

係において不当労働行為の成否を判断するには,平成３年度から平

成５年度までの業績評定成績及び能力評定成績の各決定行為につい

て不当労働行為の要件を満たすか否かを検討する必要がある。 

  また,前判示のとおり,平成５年度における本給の昇給額は,同年

度の総合評定成績が決定することにより確定する。さらに,同年度

における職分給の昇給額は,同年度の職分及び号給が決定すること

により確定するところ,同年度の職分は平成３年度から平成５年度

までの業績評定成績及び能力評定成績に基づいて決定され,平成５

年度の号給は同年度の総合評定成績に基づいて決定される。 
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  そうすると,本件においては,昇格との関係では,平成３年度から

平成５年度までの業績評定成績及び能力評定成績の各決定行為につ

いての不当労働行為の成否を,昇給との関係では,本給につき同年度

の総合評定成績の決定行為についての不当労働行為の成否を,職分

給につき同業績評定成績及び能力評定成績並びに同総合評定成績の

各決定行為についての不当労働行為の成否を,それぞれ検討すべき

こととなる(以下,平成３年度から平成５年度までの業績評定成績及

び能力評定成績並びに同年度の総合評定成績を「本件審理対象成績」

という。)。 

(ウ) これに対し,原告らは,累積格差の一括是正をするためには,申

立日から１年以内の昇格等の時点において,使用者の行為によって

生じた職分等格差があれば足り,直近１年間の人事考課において低

位な査定がされたことは必須でない旨主張する。 

  しかしながら,累積格差の一括是正は,適法な申立てについて不当

労働行為が成立する場合,これと密接に関連する過去の不当労働行

為に対する救済として,除斥期間を定めた趣旨に照らし,累積格差の

是正をどこまで命ずることができるかという,不当労働行為の成立

を前提とした救済方法の問題であるから,適法な申立てについて不

当労働行為の成立が認められることが前提となるというべきである。

そうすると,仮に累積格差の一括是正が認められるとしても,除斥期

間についての前判示に照らせば,申立日から１年以内の行為(以下「申

立対象行為」という。)について不当労働行為が成立する場合に限

られることになる。この点,原告らの上記主張は,職分等格差を発生

させた不当労働行為について申立日を起算点とすると除斥期間を経

過している場合において,職分等格差を是正しない不作為が申立日

から１年以内に存在するとしてこれを申立対象行為とし,それが不

当労働行為に当たるというものであり,当該不作為を不当労働行為

として救済の対象とする場合には,職分等格差を発生させる原因と

なった過去の不当労働行為についての救済申立てを実質的には期間

の制限なく認めることになるから,除斥期間を定めた趣旨を没却す

ることになる。 

  以上の諸点に照らせば,本件において,申立日から１年以内に職分

等格差がありさえすれば累積格差の一括是正が可能であるというこ

とはできないから,この点に関する原告らの主張は採用することが

できない。 

イ 前記前提事実のとおり,本件救済申立人らのうち１４名(Ｘ３,Ｘ６,

Ｘ８,Ｘ９,Ｃ28,Ｘ10,Ｘ11,Ｘ15,Ｘ16,Ｘ23,Ｘ31,Ｘ33,Ｘ34及びＣ３)

については,平成５年度に昇格に必要な経過年数を満たしていなかっ

たのであるから,同年度に昇格しなかったことは当然であり,また,Ｘ５

は同年度に昇格している。そうすると,同１４名にＸ５を加えた合計
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１５名については,そもそも同年度の昇格について差別があったとい

うことはできない。 

また,前記前提事実によれば,上記１４名は,平成５年度に昇号給し

ている。さらに,昇格した者は上位職分の１号給に格付けされるとこ

ろ,Ｘ５は,同年度に昇格し,上位職分の１号給に格付けされている。

したがって,上記１５名については,同年度の職分給の昇給に関しても

差別があったとはいえない。 

  そうすると,上記１５名については,昇格及び職分給の昇給について

差別があったということはできないから,その余の点について判断す

るまでもなく,平成３年度から平成５年度までの業績評定成績及び能

力評定成績の各決定行為について不当労働行為の成立は認められない。 

(2) 集団的考察について 

ア 前記前提事実のとおり,本件救済申立人らは,労働条件や職場環境の

改善等を求めて活動してきた申立人ら集団の一員であり,生産合理化

や新職分制度等の参加人の施策に反対する活動を行っていたこと,労

使協調路線を採るインフォーマル組織との間で本件組合の支部役員選

挙等において対立する状況にあったこと,組合員の参加人に対する裁

判を支援する活動をしていたこと,全国連絡会を結成し,３２名中２７

名が是正要求書に署名したこと等が認められるところ,これらの諸事

実に鑑みれば,本件救済申立人らを組合活動の面では１つの集団であ

ったものとみた上で集団的考察を行うことは可能というべきである。 

イ もっとも,別紙２のとおり,本件救済申立人ら３２名は,全国９つの

工場に分かれて所属する者(Ｃ24工場１名,Ｃ12工場４名,Ｃ14工場１

名,Ｃ５工場１名,Ｃ７工場３名,Ｃ18工場２名,Ｃ20工場１名,Ｃ16工

場１５名,Ｃ10工場４名)であり,入社時期や職分等にもばらつきがあ

り,集団として強固なまとまりを有していたとまでは認められない。

また,前記前提事実によれば,本件救済申立人らは申立人ら集団８７名

のうち３２名にすぎないのに対し,原告らが比較対象として主張する

その他集団の人数は４１４名であり,参加人の従業員数が平成２８年

３月３１日時点で１万０８０５名であるから,分布目安が適用される

従業員の総数は上記４１４名に限られず,より多数であることが推認

される。その結果,本件救済申立人らと比較対象となる集団(以下「そ

の他集団等」という。)との間には,母数に有意な差があり,１名の人

事考課成績が集団の人事考課成績分布に与える影響にも有意な差があ

ることになる。さらに,参加人においては,職分及び所属工場ごとに人

事考課が行われているところ,本件救済申立人らとその他集団等との

間において,構成員の職分及び所属工場の割合が近似していることを

基礎付ける事実を認めるに足りる証拠もない。 

  これらの事情を総合すると,本件救済申立人らとその他集団等との

間に人事考課成績分布について一定の差があるとしても,そのことを
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もって直ちに不合理ということはできず,その差が有意なものである

か否かを慎重に検討する必要があるというべきであり,本件で集団的

考察を行うに当たっては,このような一定の限界があることを考慮す

べきである。 

(3) 有意な格差の有無について 

ア 前記前提事実のとおり,工場に所属する従業員の人事考課成績の決

定は職分及び所属工場ごとに行われるところ,本件において,本件救済

申立人らと同じ職分及び工場の従業員の本件審理対象成績は明らかで

ない。 

イ(ア) もっとも,前記前提事実のとおり,業績評定成績及び総合評定成

績については,いずれも分布目安が定められており,賃金専門委員会

作成の昭和４３年１２月６日付け答申書には,評定の分布は原則と

してＡ考課を５%,Ｂ考課を１５%,Ｃ考課を６０%,Ｄ考課を１５%,Ｅ

考課を５%とする旨の記載があること,昭和５５年度から昭和５９年

度までのＣ14工場の技能職から基幹職１級までの従業員の人事考課

成績分布は,業績評定成績についてはＢ考課が約１３.２%から１６.

４%まで,Ｃ考課が約７０.５%から７２.８%まで,Ｄ考課及びＥ考課

の合計が約１２.４%から１４.０%までの各範囲内にあり,総合評定

成績についてはＢ考課が約９.８%から１２.３%まで,Ｃ考課が約７

２.８%から７６.８%まで,Ｄ考課及びＥ考課の合計が約１２.４%か

ら１４.９%までの各範囲内にあること,他の事業所と著しく均衡を

欠く事業所がある場合には成績分布の事業所間の相違が大きくなら

ないよう調整が行われていたことが認められる。また,平成元年４

月にＣ16工場に配属後,平成４年４月に同工場業務課主任となり,平

成９年３月まで同工場に在籍していたＣ29は,同工場における人事

考課成績分布はＢ考課及びＤ考課がいずれも約１５%から２０%まで

の範囲内にあり,Ｃ考課が約６０%から７０%までの範囲内にあった

旨供述しており,同工場で係長や課長を務めていたＣ30もこれに沿

う供述をしている。 

  これらの諸事情を踏まえると,本件救済申立人らの業績評定成績

及び総合評定成績の人事考課成績分布については,Ｂ考課以上及び

Ｄ考課以下がそれぞれ１０%から２０%までの範囲内にある場合には,

標準的な人事考課成績分布(以下「本件標準的業績評定成績等分布」

という。)と比較して低位であるということはできないというべき

である。 

（イ) 以上に照らして,本件救済申立人らの平成３年度から平成５年

度までの業績評定成績分布及び同年度の総合評定成績分布が本件標

準的業績評定成績等分布と比較して有意に低位であるか否かについ

て検討する。 

a 前記前提事実によれば,本件救済申立人ら３２名の平成３年度か
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ら平成５年度までの業績評定成績分布及び同年度の総合評定成績

分布は次のとおりである(以下「本件救済申立人ら業績評定成績

等分布」という。)。 

(a) 平成３年度の業績評定成績 

  Ｂ考課が２名(約６.３%),Ｃ考課が２３名(約７１.９%),Ｄ考

課が６名(約１８.８%),Ｅ考課が１名(約３.１%)である。 

(b) 平成４年度の業績評定成績 

  Ｂ考課が３名(約９.４%),Ｃ考課が２２名(約６８.８%),Ｄ考

課が７名(約２１.９%)である。 

(c) 平成５年度の業績評定成績及び総合評定成績 

  業績評定成績につき,Ｂ考課が４名(１２.５%),Ｃ考課が２４

名(７５%),Ｄ考課が４名(１２.５%)であり,総合評定成績につ

き,Ｂ考課が２名(約６.３%),Ｃ考課が２８名(８７.５%),Ｄ考

課が２名(約６.３%)である。 

b 前記前提事実のとおり,参加人の人事考課制度においては,傷病

欠勤をした場合は欠勤１日につき業績評定点が１点減点され,評

定期間中における就労制限の期間が通算４か月以上に及ぶ場合は

各評定点が減点されるところ,先に認定した本件救済申立人ら業

績評定成績等分布には,これらの特別の事情による減点を受けた

者の人事考課成績が含まれている。 

  すなわち,前記前提事実のとおり,亡Ｘ24の平成３年度における

業績評定成績はＥ考課であるところ,亡Ｘ24は,平成２年１０月６

日から１か月間傷病欠勤をし,同年１１月６日から同月２２日ま

での１７日間一般傷病休職をしていたのであるから,亡Ｘ24の平

成３年度における上記業績評定成績は,同欠勤及び休職の合計日

数に対応する点数が減点されたことによるものと認められる。ま

た,Ｘ18の平成３年度から平成５年度までの業績評定成績及び総

合評定成績はいずれもＤ考課であり,Ｘ20の平成３年度及び平成

４年度における業績評定成績及び総合評定成績はいずれもＤ考課

であるところ,Ｘ18は平成３年度から平成５年度までの人事考課

対象全期間について,Ｘ20は平成３年度の人事考課対象全期間及

び平成４年度の人事考課対象期間のうち約５か月間について,い

ずれも夜勤作業免除の就労制限を申し出て夜勤作業に従事してい

なかったのであるから,Ｘ18及びＸ20の上記各評定成績は,いずれ

も同就労制限を理由にする減点がされたことによるものと認めら

れる。 

  前記の本件救済申立人ら業績評定成績等分布から上記特別の事

情により低位な査定となったものを除外すると,次のとおりとな

る (以下「修正本件救済申立人ら業績評定成績等分布」という。)。 

(a) 平成３年度の業績評定成績 
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  Ｂ考課が２名(約６.９%),Ｃ考課が２３名(約７９.３%),Ｄ考

課が４名(約１３.８%)である。 

(b) 平成４年度の業績評定成績 

Ｂ考課が３名(１.０%),Ｃ考課が２２名(約７３.３%),Ｄ考課

が５名(約１６.７%)である。 

(c) 平成５年度の業績評定成績及び総合評定成績 

業績評定成績につき,Ｂ考課が４名(約１２.９%),Ｃ考課が２

４名(約７７.４%),Ｄ考課が３名(約９.７%)であり,総合評定成

績につき,Ｂ考課が２名(約６.５%),Ｃ考課が２８名(約９０.

３%),Ｄ考課が１名(約３.２%)である。 

c 前判示のとおり,Ｂ考課以上及びＤ考課以下がいずれも１０%か

ら２０%までの範囲内にある場合には,本件標準的業績評定成績等

分布と比較して低位であるということはできないところ,本件救

済申立人ら業績評定成績等分布は,本件標準的業績評定成績等分

布と比較すると,平成３年度の業績評定成績におけるＢ考課以上

の割合(約６.３%)が約３.７%低く,同Ｄ考課以下の割合(約２１.

９%)が約１.９%高く,平成４年度の業績評定成績におけるＢ考課

以上の割合(約９.４%)が約０.６%低く,同Ｄ考課以下の割合(約２

１.９%)が約１.９%高く,平成５年度の総合評定成績におけるＢ考

課以上の割合(約６.３%)が約３.７%低い。 

  このように,本件救済申立人ら業績評定成績等分布は,標準的業

績評定成績等分布と比較して,割合にすると約０.６%から３.７%

低位な部分もある。しかし,前記前提事実のとおり,本件救済申立

人らは３２名であるから,１名の人事考課成績が変動することに

より人事考課成績分布に約３.１%の変動が生じるのであって,上

記割合を人数に換算すると,最大でも本件救済申立人らのうち１

名程度の相違にすぎないものである。 

  また,修正本件救済申立人ら業績評定成績等分布と標準的業績

評定成績等分布とを比較すると,修正本件救済申立人ら業績評定

成績等分布は,平成３年度の業績評定成績におけるＢ考課以上の

割合(約６.９%)が約３.１%低く,平成５年度の総合評定成績にお

けるＢ考課以上の割合(約６.５%)が約３.５%低いものの,他に劣

位な点は見当たらない。 

  さらに,平成５年度の総合評定成績におけるD考課以下の割合を

比較すると,本件救済申立人ら業績評定成績等分布については約

３.７%,修正本件救済申立人ら業績評定成績等分布については約

６.８%,それぞれ標準的業績評定成績等分布よりも低くなってお

り,本件救済申立人らの人事考課成績分布が一方的に低位である

わけでもない。 

  以上で述べたところに加え,前判示のとおり,本件における集団
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的考察については,比較集団間で１名の人事考課成績が各集団の

人事考課成績分布に与える影響において有意な差がある上,参加

人では職分及び所属工場ごとに人事考課が行われていることなど

により一定の限界があることを併せ考慮すれば,本件救済申立人

らの業績評定成績及び総合評定成績の人事考課成績分布が,本件

標準的人事考課成績分布と比較して有意に低位であるということ

はできない。 

ウ(ア) 原告らは,能力評定成績分布についても,これが本件標準的業績

評定成績等分布より低位であることをもって標準的な人事考課成績

分布を下回っている旨を主張するものとも解されるが,前記前提事

実のとおり,能力評定成績については分布目安が設けられておらず,

標準的な人事考課成績分布を観念することはできないから,同主張

は前提を欠き失当である。 

(イ)a なお,念のため,本件救済申立人らの能力評定成績分布それ自

体から,参加人が本件救済申立人らの組合活動を嫌悪して殊更に

低位な査定をしていたことがうかがわれるか否かにつき検討する

と,前記前提事実によれば,本件救済申立人らの能力評定成績分布

は次のとおりである(以下「本件救済申立人ら能力評定成績分布」

という。)。 

(a) 平成３年度の能力評定成績 

  Ｂ考課が１名(約３.１%),Ｃ考課が２６名(約８１.３%),Ｄ考

課が５名(約１５.６%)である。 

(b) 平成４年度の能力評定成績 

  Ｂ考課が２名(約６.３%),Ｃ考課が２２名(約６８.８%),Ｄ考

課が８名(２５%)である。 

(c) 平成５年度の能力評定成績 

  Ｂ考課が１名(約３.１%),Ｃ考課が２９名(約９０.６%),Ｄ考

課が２名(約６.３%)である。 

b また,本件救済申立人ら能力評定成績分布のうち,前判示のとお

り低位の査定を受けるべき事情が存在したＸ18及びＸ20の各人事

考課成績を除外すると次のとおりである(以下「修正本件救済申

立人ら能力評定成績分布」という。)。 

(a) 平成３年度の能力評定成績 

  Ｂ考課が１名(約３.３%),Ｃ考課が２６名(約８６.７%),Ｄ考

課が３名(１０%)である。 

(b) 平成４年度の能力評定成績 

  Ｂ考課が２名(約６.７%),Ｃ考課が２２名(約７３.３%),Ｄ考

課が６名(２０%)である。 

(c) 平成５年度の能力評定成績 

  能力評定成績につき,Ｂ考課が１名(約３.２%),Ｃ考課が２９
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名(約９３.５%),Ｄ考課が１名(約３.２%)である。 

c 本件救済申立人ら能力評定成績分布は,Ｂ考課が約３.１%から約

６.３%までの範囲内にあり,Ｃ考課が約６８.８%から約９０.６%

までの範囲内にあり,Ｄ考課が約６.３%から２５%までの範囲内に

あるところ,平成３年度から平成５年度までのいずれにおいても,

標準的成績であるＣ考課が最も多い上,標準的成績を上回るＢ考

課もあり,標準的成績を下回るＤ考課は最大でも２５%であり,少

ない年には約６.３%にとどまる。また,この成績分布から特別の

事情により低位となったものを除くと,Ｄ考課は最大でも２０%で

あり,少ない年には約３.２%にとどまる。さらに,前記前提事実の

とおり,本件救済申立人らの人数は３２名であり,１名の人事考課

成績の変動により成績分布に約３.１%の変動が生ずるところ,上

記２５%を人数に換算すると８名となる。 

  これらの諸事情のほか,本件救済申立人ら能力評定成績分布が

参加人の他の従業員の審理対象期間における能力評定成績分布よ

り低位であることを基礎付ける事実を認めるに足りる証拠はない

ことも考慮すれば,本件救済申立人ら能力評定成績分布からも,参

加人が本件救済申立人らの組合活動を嫌悪して殊更に低位な査定

をしte 

いたことはうかがわれない。 

エ 原告らは,本件救済申立人らのうち,平成５年度に総合評定成績で

Ｂ考課以上を得られなかったために６号給以上への昇号給ができなか

った者が１４名に及ぶこと,平成３年度から平成５年度までに業績評

定成績及び能力評定成績においてＢ考課以上を得られなかったために

昇格できなかった者が１７名に及ぶこと,同年度において基幹職２級

への昇格に必要な経過年数を満たしていた７名の平成３年度から平成

５年度までの業績評定成績及び能力評定成績にはＤ考課以下が１５個

(３５.７%)あること等に照らし,本件救済申立人らの人事考課成績分

布には意図的な偏りがある旨主張する。 

  しかしながら,前記前提事実によれば,本件救済申立人らのうちＣ28

及びＸ16は,いずれも同年度に総合評定成績でＢ考課を得て基幹職２

級の７号給へ昇号給しているのであるから,原告らの主張する１４名

の存在を踏まえても,本件救済申立人ら１６名のうち２名(１２.５%)

が総合評定成績でＢ考課を得て６号給以上へ昇号給していることにな

り,これは本件標準的業績評定成績等分布の範囲内である。また,前記

前提事実によれば,Ｃ28及びＸ16は,いずれも平成６年度に基幹職１級

への昇格に必要な最低経過年数を満たす者であるところ,同年度の直

近３か年に含まれる平成４年度及び平成５年度において,業績評定成

績及び能力評定成績にＢ考課が合計２個以上あり,Ｂ考課の数につい

て平成６年度の基幹職１級への昇格に必要な人事考課成績基準を満た
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しているのであるから,原告ら主張のとおり本件救済申立人らの中に

平成３年度から平成５年度までにＢ考課以上を得られなかったために

昇格できなかった者が原告主張のとおり１７名存在するとしても,そ

のことをもって参加人が本件救済申立人らの昇格を阻止するために殊

更Ｂ考課以上の評価をしなかったとみることはできない。さらに,原

告らが主張するＤ考課以下１５個の成績考課中には,前判示に係る特

別の事情によるもの,すなわち,亡Ｘ24の平成３年度における業績評定

成績及び総合評定成績(いずれもＥ考課),Ｘ18の平成３年度から平成

５年度までの各業績評定成績及び総合評定成績(いずれもＤ考課)並び

にＸ20の平成３年度及び平成４年度における各業績評定成績及び総合

評定成績(いずれもＤ考課)が含まれているのであって,これらを除外

すると,原告らの主張に係るＤ考課以下の数は３個となるから,原告ら

の主張する７名から亡Ｘ24,Ｘ18及びＸ20を除外した４名の業績評定

成績及び総合評定成績に占めるＤ考課以下の割合は１２.５%となり,

本件標準的業績評定成績等分布の範囲内となる。 

  以上によれば,原告らの指摘する各事情を考慮しても,本件救済申立

人らの人事考課成績分布に意図的な偏りがあるということはできない

から,原告らの主張は採用することができない。 

  原告らはそのほかにも様々な主張をするけれども,前判示に照らし,

いずれも採用することができない。 

(4) 小括 

  以上のとおり,本件審理対象成績について,本件救済申立人らとその他

集団等との間において有意な格差があるということはできない。 

３ 争点２(2)(参加人が本件救済申立人らの組合活動を嫌悪していたか否か)

及び争点２(3)(個々人の勤務成績等に基づく格差の合理性の有無)について 

  原告らは,参加人が本件救済申立人らの組合活動を嫌悪して不当に低い人

事考課をしたものであり(争点２(2)),同人らのうちＤ考課とされた者らを

個々人でみても,人事考課成績の理由とされた事実がないか又は同事実に対

する評価が不当である(争点２(3))旨主張する。 

  しかし,本件では,平成３年度から平成５年度までの本件審理対象成績の

決定行為について不当労働行為が成立するか否かを検討すべきところ,本件

審理対象成績について,本件救済申立人らとその他集団等との間において有

意な格差があるということはできないことは前判示のとおりである上,原告

らの主張する者が本件救済申立人らの中でも特に低位な人事考課成績を与

えられるべき顕著な組合活動を行っていたことを認めるに足りる証拠はな

いから,人事考課成績の理由とされた事実又は評価の誤りがあるとしても,

それが参加人において組合活動を嫌悪したことに基づいて殊更に低い人事

考課をした結果であると認めることはできない。 

  そうすると,原告らの主張する組合活動嫌悪の点や原告らの個別的な勤務

成績等の主張を踏まえても,本件審理対象成績の決定行為について不当労働
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行為が成立するということはできない。 

４ 原告らの請求についての判断 

  以上のとおり,本件救済申立てのうち,除斥期間経過後の申立てである平

成４年度以前の昇格等差別についての申立ては不適法であり,平成５年度の

昇格等差別についての申立ては,前判示の集団間における格差の有無,組合

嫌悪の有無及び個別的な事情等の検討の結果,不当労働行為の成立が認めら

れないので理由がないところ,これと同旨の中央労働委員会の命令は相当で

あるから,その余の点について判断するまでもなく,原告らの請求はいずれ

も理由がない。 

第４ 結論 

  よって,原告らの請求はいずれも理由がないから棄却することとし, 主文の

とおり判決する。 

  東京地方裁判所民事第１９部 

   

   

  (別紙１) 

  当事者目録 

   亡Ｘ１承継人 

  甲事件原告     Ｘ２ 

  同         Ｘ３ 

  同         Ｘ４ 

  同         Ｘ５ 

  同         Ｘ６ 

  同         Ｘ７ 

  同         Ｘ８ 

  同         Ｘ９ 

  同         Ｘ10 

   亡Ｘ11承継人 

  同         Ｘ12 

   同 

  同         Ｘ13 

   同 

  同         Ｘ14 

  同         Ｘ15 

  同         Ｘ16 

  同         Ｘ17 

  同         Ｘ18 

  同         Ｘ19 

  同         Ｘ20 

   亡Ｘ21承継人 
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  同         Ｘ22 

  同         Ｘ23 

   亡Ｘ24承継人 

  同         Ｘ25 

   同 

  同         Ｘ26 

  同         Ｘ27 

  同         Ｘ28 

  同         Ｘ29 

  同         Ｘ30 

   亡Ｘ31承継人 

  同         Ｘ32 

  同         Ｘ33 

  同         Ｘ34 

  同         Ｘ35 

  乙事件原告     Ｘ36 

  甲事件・乙事件被告 国 

  処分行政庁     中央労働委員会 

  参加人       株式会社Ｚ１ 

   

   

  別紙２以下省略 

 


